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一 般 会 計 予 算





　平成 28 年度北茨城市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1 条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 20, 370, 000 千円と定める。
　2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表　歳入歳出予算」による。
　（地方債）
第 2条　地方自治法第 230 条第 1 項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、
「第 2表　地方債」による。
　（一時借入金）
第 3条　地方自治法第 235 条の 3第 2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、1, 800, 000 千円と定める。
　（歳出予算の流用）
第 4条　地方自治法第 220 条第 2項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　⑴　各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの
経費の各項の間の流用。

　　　　　平成 28年 3月 1日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 32号

平成 28 年度　北茨城市一般会計予算
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第２表　地　方　債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

１ 低 公 害 車 購 入 事 業 6, 900 千円

普通貸借

又は

証券発行

4.5％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れ
る資金について、利
率見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

　政府資金については、その融資条件により、銀行

その他の場合には、その債権者と協定するところに

よる。

　ただし、市財政の都合により据置期間及び償還期

限を短縮し、又は繰上げ償還若しくは低利に借換え

することができる。

２ 災 害 援 護 資 金 貸 付 金 2, 500

３ 障 害 者 住 宅 整 備 資 金 貸 付 金 2, 200

４ 高 齢 者 住 宅 整 備 資 金 貸 付 金 2, 200

５ 地 域 包 括 支 援 セ ン タ ー 整 備 事 業 75, 000

６ 葬 祭 場 施 設 整 備 事 業 21, 100

７ 斎 場 施 設 整 備 事 業 9, 200

８ 清 掃 セ ン タ ー 施 設 整 備 事 業 77, 300

９ 環 境 セ ン タ ー 施 設 整 備 事 業 62, 000

10 土 地 改 良 事 業 39, 000

11 童謡の森ふれあいパーク施設整備事業 4, 700

12 道 路 橋 り ょ う 整 備 事 業 246, 700

13 河 川 事 業 3, 900

14 都 市 計 画 事 業 310, 200

15 公 営 住 宅 整 備 事 業 27, 500

16 公 営 住 宅 建 設 事 業 36, 700

17 消 防 施 設 整 備 事 業 103, 700

18 小 学 校 建 設 事 業 322, 800

19 中 学 校 建 設 事 業 222, 600

20 図 書 館 建 設 事 業 93, 000

21 歴 史 民 俗 資 料 館 施 設 整 備 事 業 7, 500

22 体 育 施 設 整 備 事 業 121, 700

23 臨 時 財 政 対 策 債 694, 979

計 2, 493, 379
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北茨城市歳入歳出予算事項別明細書

歳　　　　　入
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（単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比 較 節 説 明
区 分 金 額

中学生
130, 560×4/6 

=87, 040 
特例給付

3歳未満
被用者

9 6 0×4/6 
=640 

非被用者
1 2 0×4/6 

=80 
3歳以上小学校修了前

第1子 ・ 第2子
5, 1 0 0×4/6 

ニ 3, 4 0 0
第3子以降

540×4/6 
=360 

中学生
3, 4 8 0×4/6 

=2, 320 
3特別障害者手当等給付費 9,100 

1 2, 133×3/4 
5児童扶養手当費 202, 364×1/3 67,454 
6児童入所施設措置費 6, 5 7 6×1/2 3,288 

4生活保護費国庫負 430,034 I生活保護費 573, 379×3/4 430,034 
担金

5生活支援給付金国 758 1中国残留邦人生活支援給付金 758 
庫負担金 l, 0 1 1×3/4 

6生活困窮者支援費 2,684 1 生活困窮者自立相談支援事業費 2,684 
国庫負担金 3, 5 7 9×3/4 
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（款） 15県支出金 （項） 1県負担金
l民生費県負担金 689,028 657,002 32,026 l社会福祉費県負担 231,474 l国民健康保険基盤安定費 145,274 

金 保険税軽減分 121, 000 
保険者支援分 2 4, 2 7 4 

2後期高齢者医療保険基盤安定費 86,190 
114, 921×3/4 

3低所得者保険料軽減負担金 10 
2障害者福祉費県負 148,746 3障害者自立支援費 558, 129×1/4 139,532 

担金 4障害児施設措置費 36, 857×1/4 9,214 
3児童福祉費県負担 284,808 l施設型給付費 182,584 

金 2 児童手当費 100,580 
児童手当

3歳未満
被用者

112, 50 0×4/45 
=10, 000 

非被用者
27, 360×1/6 

ニ 4, 5 6 0
3歳以上小学校修了前

第1子・第2子
301, 560×1/6 

=50, 260 
第3子以降

7 3, 8 0 0×1/6 
ニ 12, 300

中学生
130, 560×1/6 

=21, 760 
特例給付

3歳未満
被用者

9 6 0×1/6 
=160 

（歳入）国庫支出金， 県支出金
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（款） 15県支出金 （項） 1県負担金
l民生費県負担金 689,028 657,002 32,026 l社会福祉費県負担 231,474 l国民健康保険基盤安定費 145,274 

金 保険税軽減分 121, 000 
保険者支援分 2 4, 2 7 4 

2後期高齢者医療保険基盤安定費 86,190 
114, 921×3/4 

3低所得者保険料軽減負担金 10 
2障害者福祉費県負 148,746 3障害者自立支援費 558, 129×1/4 139,532 

担金 4障害児施設措置費 36, 857×1/4 9,214 
3児童福祉費県負担 284,808 l施設型給付費 182,584 

金 2 児童手当費 100,580 
児童手当

3歳未満
被用者

112, 50 0×4/45 
=10, 000 

非被用者
27, 360×1/6 

ニ 4, 5 6 0
3歳以上小学校修了前

第1子・第2子
301, 560×1/6 

=50, 260 
第3子以降

7 3, 8 0 0×1/6 
ニ 12, 300

中学生
130, 560×1/6 

=21, 760 
特例給付

3歳未満
被用者

9 6 0×1/6 
=160 

（歳入）国庫支出金， 県支出金
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北茨城市歳入歳出予算事項別明細書
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１ 特　別　職

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 期末手当 その他の手当 計

本

年

度

長 等 2
人 千円

19, 008
千円

5, 830
千円

3, 546
千円

28, 384
千円

4, 515
千円

32, 899
千円 その他の手当内訳

退職手当　　3,517
通勤手当 　　　29

議 員 20 94, 995 29, 117 124, 112 38, 636 162, 748

その他の
特 別 職 1, 390 109, 922 109, 922 4, 587 114, 509

計 1, 412 204, 917 19, 008 34, 947 3, 546 262, 418 47, 738 310, 156

前

年

度

長 等 2 19, 008 5, 647 3, 546 28, 201 4, 453 32, 654
その他の手当内訳
退職手当　　3,517
通勤手当 　　　29

議 員 20 94, 944 28, 207 123, 151 59, 884 183, 035

その他の
特 別 職 1, 504 111, 327 111, 327 6, 133 117, 460

計 1, 526 206, 271 19, 008 33, 854 3, 546 262, 679 70, 470 333, 149

比

較

長 等 183 183 62 245

議 員 51 910 961 △ 21, 248 △ 20, 287

その他の
特 別 職 △ 114 △ 1, 405 △ 1, 405 △ 1, 546 △ 2, 951

計 △ 114 △ 1, 354 1, 093 △ 261 △ 22, 732 △ 22, 993

給 与 費 明 細 書
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１ 特　別　職

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 期末手当 その他の手当 計

本

年

度

長 等 2
人 千円

19, 008
千円

5, 830
千円

3, 546
千円

28, 384
千円

4, 515
千円

32, 899
千円 その他の手当内訳

退職手当　　3,517
通勤手当 　　　29

議 員 20 94, 995 29, 117 124, 112 38, 636 162, 748

その他の
特 別 職 1, 390 109, 922 109, 922 4, 587 114, 509

計 1, 412 204, 917 19, 008 34, 947 3, 546 262, 418 47, 738 310, 156

前

年

度

長 等 2 19, 008 5, 647 3, 546 28, 201 4, 453 32, 654
その他の手当内訳
退職手当　　3,517
通勤手当 　　　29

議 員 20 94, 944 28, 207 123, 151 59, 884 183, 035

その他の
特 別 職 1, 504 111, 327 111, 327 6, 133 117, 460

計 1, 526 206, 271 19, 008 33, 854 3, 546 262, 679 70, 470 333, 149

比

較

長 等 183 183 62 245

議 員 51 910 961 △ 21, 248 △ 20, 287

その他の
特 別 職 △ 114 △ 1, 405 △ 1, 405 △ 1, 546 △ 2, 951

計 △ 114 △ 1, 354 1, 093 △ 261 △ 22, 732 △ 22, 993

給 与 費 明 細 書

２ 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 345
人 千円

1, 311, 340
千円

1, 040, 169
千円

2, 351, 509
千円

416, 742
千円

2, 768, 251
千円

前 年 度 352 1, 359, 231 1, 072, 578 2, 431, 809 445, 671 2, 877, 480

比 較 △ 7 △ 47, 891 △ 32, 409 △ 80, 300 △ 28, 929 △ 109, 229

職員手当の

内訳

（千円）

区 分 扶 養 管理職 時間外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿日直 期 末 勤 勉 退 職 管理特 単身赴任

本年度 35, 430 36, 730 77, 373 3, 653 17, 221 11, 006 20, 279 12, 326 2, 419 324, 043 180, 723 315, 687 2, 079 1, 200

前年度 38, 556 38, 373 66, 246 4, 503 17, 472 3, 790 20, 845 11, 136 2, 506 335, 312 176, 568 355, 795 1, 476

比 較 △ 3, 126 △ 1, 643 11, 127 △ 850 △ 251 7, 216 △ 566 1, 190 △ 87 △ 11,269 4, 155 △ 40,108 603 1, 200
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⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 △ 47, 891 千円１　昇給に伴う増加分 20, 060千円 20, 060 千円 平均昇給率　　1.58％

２　その他の増減分 △67, 951 ○職員の変動等に係る減分

○職員の新陳代謝に係る減分

36, 884

31, 067

職員数の異動状況
（現に在職する職員数）（その他） （計）

本 年 度 343 人 2 人 345 人

前 年 度 350 人 2 人 352 人

増 減 △7 人 △7 人

職員手当 △ 32, 409 １　その他の増減分 △ 32, 409 ○職員の変動等に係る減分 32, 409
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⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 △ 47, 891 千円１　昇給に伴う増加分 20, 060千円 20, 060 千円 平均昇給率　　1.58％

２　その他の増減分 △67, 951 ○職員の変動等に係る減分

○職員の新陳代謝に係る減分

36, 884

31, 067

職員数の異動状況
（現に在職する職員数）（その他） （計）

本 年 度 343 人 2 人 345 人

前 年 度 350 人 2 人 352 人

増 減 △7 人 △7 人

職員手当 △ 32, 409 １　その他の増減分 △ 32, 409 ○職員の変動等に係る減分 32, 409

⑶　給料及び職員手当の状況
ア　職員１人当たりの給与

イ　初　任　給

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 消 防 職 医 療 職　（三）

平成 28 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 301, 480 297, 686 323, 976 279, 022

平 均 給 与 月 額 （円） 342, 213 330, 206 400, 420 303, 405

平 均 年 齢 （歳） 42. 09 51. 00 41. 02 36. 10

平成 27 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 308, 639 308, 292 324, 698 299, 500

平 均 給 与 月 額 （円） 374, 749 357, 160 401, 433 328, 952

平 均 年 齢 （歳） 43. 08 53. 05 40. 09 41. 01

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 消 防 職 医 療 職　（三）

平成 28 年 1 月 1 日現在
高 校 卒 （円） 144, 600 142, 000 163, 200 164, 200

大 学 卒 （円） 176, 700 192, 700 214, 700

国 の 制 度
高 校 卒 （円） 144, 600 142, 000 166, 700 158, 400

大 学 卒 （円） 176, 700 205, 200 206, 300
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ウ　級別職員数の状況

上記給料表適用外職員数　　平成 28 年　2人、　　平成 27 年　2人

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 消 防 職 医　　療　　職　（三）

平成 28 年 1 月 1 日現在

１　級 46 人 19. 8 ％ １　級 1 人 4. 8 ％ １　級 18 人 22. 5 ％ １　級 人 ％

２　級 25 10. 8 ２　級 ２　級 8 10. 0 ２　級 8 80. 0

３　級 65 28. 0 ３　級 1 4. 8 ３　級 13 16. 3 ３　級 2 20. 0

４　級 63 27. 2 ４　級 17 81. 0 ４　級 31 38. 8 ４　級

５　級 20 8. 6 ５　級 2 9. 4 ５　級 9 11. 2 ５　級

６　級 5 2. 2 ６　級 ６　級

７　級 8 3. 4 ７　級 1 1. 2

計 232 100. 0 計 21 100. 0 計 80 100. 0 計 10 100. 0

平成 27 年 1 月 1 日現在

１　級 38 人 16. 3 ％ １　級 人 ％ １　級 19 人 23. 2 ％ １　級 人 ％

２　級 25 10. 7 ２　級 ２　級 9 11. 0 ２　級 9 81. 8

３　級 71 30. 5 ３　級 1 4. 1 ３　級 13 15. 9 ３　級 2 18. 2

４　級 65 27. 9 ４　級 19 79. 2 ４　級 31 37. 8 ４　級

５　級 20 8. 6 ５　級 4 16. 7 ５　級 7 8. 5 ５　級

６　級 6 2. 6 ６　級 2 2. 4 ６　級

７　級 8 3. 4 ７　級 1 1. 2

計 233 100. 0 計 24 100. 0 計 82 100. 0 計 11 100. 0
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ウ　級別職員数の状況

上記給料表適用外職員数　　平成 28 年　2人、　　平成 27 年　2人

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 消 防 職 医　　療　　職　（三）

平成 28 年 1 月 1 日現在

１　級 46 人 19. 8 ％ １　級 1 人 4. 8 ％ １　級 18 人 22. 5 ％ １　級 人 ％

２　級 25 10. 8 ２　級 ２　級 8 10. 0 ２　級 8 80. 0

３　級 65 28. 0 ３　級 1 4. 8 ３　級 13 16. 3 ３　級 2 20. 0

４　級 63 27. 2 ４　級 17 81. 0 ４　級 31 38. 8 ４　級

５　級 20 8. 6 ５　級 2 9. 4 ５　級 9 11. 2 ５　級

６　級 5 2. 2 ６　級 ６　級

７　級 8 3. 4 ７　級 1 1. 2

計 232 100. 0 計 21 100. 0 計 80 100. 0 計 10 100. 0

平成 27 年 1 月 1 日現在

１　級 38 人 16. 3 ％ １　級 人 ％ １　級 19 人 23. 2 ％ １　級 人 ％

２　級 25 10. 7 ２　級 ２　級 9 11. 0 ２　級 9 81. 8

３　級 71 30. 5 ３　級 1 4. 1 ３　級 13 15. 9 ３　級 2 18. 2

４　級 65 27. 9 ４　級 19 79. 2 ４　級 31 37. 8 ４　級

５　級 20 8. 6 ５　級 4 16. 7 ５　級 7 8. 5 ５　級

６　級 6 2. 6 ６　級 2 2. 4 ６　級

７　級 8 3. 4 ７　級 1 1. 2

計 233 100. 0 計 24 100. 0 計 82 100. 0 計 11 100. 0

（級別の標準的な職務内容）

エ　昇　　給

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

一般行政職
主事補の職務
主 事 の 職 務

主幹の職務
主任の職務
係長の職務

副主査の職務
課長補佐の職務

課長の職務
副参事の職務
次 長 の 職 務

部長の職務

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 消　防　職 医　療　職 ( 三）

本

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 343 232 21 80 10

昇給に係る職員数　（B） （人） 313 214 21 68 10

号 級 数 別 内 訳

２号給 （人） 53 33 11 9

４号給 （人） 260 181 10 59 10

６号給 （人）

８号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 91. 3 92. 2 100. 0 85. 0 100. 0

前

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 350 233 24 82 11

昇給に係る職員数　（B） （人） 313 212 24 66 11

号 級 数 別 内 訳

２号給 （人） 57 34 14 7 2

４号給 （人） 256 178 10 59 9

６号給 （人）

８号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 89. 4 91. 0 100. 0 80. 5 100. 0
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オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 28 年 1 月 1 日現在）

キ　特殊勤務手当

ク　その他の手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

6　月　（月分） 12　月　( 月分）

本 年 度 2. 025 2. 175 4. 20 有

前 年 度 1. 975 2. 225 4. 20 有

国 の 制 度 2. 025 2. 175 4. 20 有

区　　　分 2 0 年勤続者
（月分）

2 5 年勤続者
（月分）

3 5 年勤続者
（月分）

最 高 限 度
（月分） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（2〜 20％加算）

国 の 制 度
（支給率等） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（2〜 20％加算）

区　　　　　　分 全 職 種 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 消　　防　　職

給料総額に対する比率（％） 0. 3 0. 1 0. 5 0. 7

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％）
（平成 28 年 1 月 1 日現在） 23. 4 8. 6 14. 3 68. 8

代表的な特殊勤務手当の名称 ごみ収集手当、救急業務手当、社会福祉業務手当

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 28 年 1 月 1 日現在）

キ　特殊勤務手当

ク　その他の手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

6　月　（月分） 12　月　( 月分）

本 年 度 2. 025 2. 175 4. 20 有

前 年 度 1. 975 2. 225 4. 20 有

国 の 制 度 2. 025 2. 175 4. 20 有

区　　　分 2 0 年勤続者
（月分）

2 5 年勤続者
（月分）

3 5 年勤続者
（月分）

最 高 限 度
（月分） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（2〜 20％加算）

国 の 制 度
（支給率等） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（2〜 20％加算）

区　　　　　　分 全 職 種 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 消　　防　　職

給料総額に対する比率（％） 0. 3 0. 1 0. 5 0. 7

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％）
（平成 28 年 1 月 1 日現在） 23. 4 8. 6 14. 3 68. 8

代表的な特殊勤務手当の名称 ごみ収集手当、救急業務手当、社会福祉業務手当

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末
までの支出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の
支 出 予 定 額 並 び に 事 業 の 進 行 状 況 等 に 関 す る 調 書

（単位：千円）　

款 項 事業名

全 体 計 画

前々年度末
ま で の
支 出 済 額

前 年 度 末
までの支出
（見込み）額

当 該 年 度
支 出
予 定 額

当該年度末
ま で の
支出予定額

翌年度以降
支 出
予 定 額

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率年　度 年割額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一般
財源国 県

支出金 地方債 その他

９教育費 ２小学校費 関 南 小 学 校
建 設 事 業

平成27年度 305,069 53,980 210,700 − 40,389 − 305,069 − 305,069 − 39.5
％

平成28年度 466,838 76,888 315,200 − 74,750 − − 466,838 466,838 − 60.5

計 771,907 130,868 525,900 − 115,139 − 305,069 466,838 771,907 − 100.0
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての
前 年 度 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び
当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

（単位：千円）　

事　　　　　項 限　度　額
前年度末までの支出（見込）額

当該年度以降の支出予定額 左 の 財 源 内 訳

当該年度 翌 年 度 以 降 特 定 財 源
一般財源

期　　間 金　　額 金　額 期　　間 金　　額 国県支出金 地方債 その他

雇用促進住宅（石岡地区）
駐 車 場 用 地 取 得 費

254, 850
自
至
平成 19 年度
平成 27 年度

132, 000 26, 000
自
至
平成 29 年度
平成 32 年度

96, 850 − − − 122, 850

中郷団地工業用地取得費 65, 387
自
至
平成 19 年度
平成 27 年度

56, 421 5, 848 平成 29 年度 3, 118 − − 6, 074 2, 892

市巡回バス運行業務委託 97, 200
自
至
平成 26 年度
平成 27 年度

59, 973 32, 400 − − − − − 32, 400

ペ ッ ト ボ ト ル
中 間 処 理 業 務 委 託

26, 730
自
至
平成 26 年度
平成 27 年度

14, 889 7, 722 − − − − − 7,722

社会福祉施設指定管理業務
140, 870 平成 27 年度 46, 430 46, 978 平成 29 年度 47, 462 − − − 94, 440

（心身障害者第一福祉センター
心身障害者第二福祉センター）
高齢福祉施設指定管理業務

22, 500 平成 27 年度 7, 500 7, 500 平成 29 年度 7, 500 − − − 15, 000
（デ イ サ ー ビ ス セ ン タ ー

老 人 福 祉 セ ン タ ー）
茜 平 総 合 交 流 施 設
指 定 管 理 業 務

134, 286 平成 27 年度 44, 762 44, 762 平成 29 年度 44, 762 − − − 89, 524

大 津 漁 村 セ ン タ ー
指 定 管 理 業 務

10, 965 平成 27 年度 3, 655 3, 655 平成 29 年度 3, 655 − − − 7,310

漁 業 歴 史 資 料 館
指 定 管 理 業 務

29, 790 平成 27 年度 9, 930 9, 930 平成 29 年度 9, 930 − − − 19, 860

童謡の森ふれあいパーク
指 定 管 理 業 務 80, 804 平成 27 年度 26, 917 26, 917 平成 29 年度 26, 970 − − − 53, 887

家 族 キ ャ ン プ 村

指 定 管 理 業 務
21, 675 平成 27 年度 7, 225 7, 225 平成 29 年度 7, 225 − − − 14, 450

中 郷 温 泉 施 設

指 定 管 理 業 務
30, 768 平成 27 年度 10, 256 10, 256 平成 29 年度 10, 256 − − − 20, 512

歴 史 民 俗 資 料 館
指 定 管 理 業 務

34, 938 平成 27 年度 11, 394 12, 429 平成 29 年度 11, 115 − − − 23, 544

市 民 ふ れ あ い セ ン タ ー
指 定 管 理 業 務

21, 213 平成 27 年度 7, 071 7, 071 平成 29 年度 7, 071 − − − 14, 142

固定資産台帳整備業務委託 2, 376 − − 2, 376 − − − − − 2, 376

火 葬 業 務 委 託 29, 520 − − 9, 720
自
至
平成 29 年度
平成 30 年度

19, 800 − − − 29, 520

清 掃 セ ン タ ー 車 両 借 上 1, 888 − − 1, 888 − − − − − 1, 888

固化灰袋詰処理業務委託 8, 856 − − 8, 856 − − − − − 8, 856

環 境 セ ン タ ー
施 設 管 理 業 務 委 託

183, 024 − − 60, 264
自
至
平成 29 年度
平成 30 年度

122, 760 − − − 183, 024

図 書 及 び 視 聴 覚 資 料
Ｉ Ｃ タ グ 貼 付 委 託 料

4, 542 − − 4, 249 − − − − − 4, 249

図 書 館 シ ス テ ム 使 用 料 89, 290 − − 10, 637
自
至
平成 29 年度
平成 32 年度

78, 653 − − − 89, 290

図 書 館 備 品 購 入 費 32, 501 − − 28, 539 − − − − − 28, 539

㈶ 北 茨 城 市 開 発 公 社
事 業 資 金 損 失 補 償

事業資金借入額
500, 000 千円に
対する元金利子
及び遅延利息の
損失補償

自
至
昭和 41 年度
平成 27 年度

−
損失補償
限度額の
範囲内

自
至
平成 29 年度
平成 30 年度

損失補償
限度額の
範囲内

− − − 全　額
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての
前 年 度 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び
当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

（単位：千円）　

事　　　　　項 限　度　額
前年度末までの支出（見込）額

当該年度以降の支出予定額 左 の 財 源 内 訳

当該年度 翌 年 度 以 降 特 定 財 源
一般財源

期　　間 金　　額 金　額 期　　間 金　　額 国県支出金 地方債 その他

雇用促進住宅（石岡地区）
駐 車 場 用 地 取 得 費

254, 850
自
至
平成 19 年度
平成 27 年度

132, 000 26, 000
自
至
平成 29 年度
平成 32 年度

96, 850 − − − 122, 850

中郷団地工業用地取得費 65, 387
自
至
平成 19 年度
平成 27 年度

56, 421 5, 848 平成 29 年度 3, 118 − − 6, 074 2, 892

市巡回バス運行業務委託 97, 200
自
至
平成 26 年度
平成 27 年度

59, 973 32, 400 − − − − − 32, 400

ペ ッ ト ボ ト ル
中 間 処 理 業 務 委 託

26, 730
自
至
平成 26 年度
平成 27 年度

14, 889 7, 722 − − − − − 7,722

社会福祉施設指定管理業務
140, 870 平成 27 年度 46, 430 46, 978 平成 29 年度 47, 462 − − − 94, 440

（心身障害者第一福祉センター
心身障害者第二福祉センター）
高齢福祉施設指定管理業務

22, 500 平成 27 年度 7, 500 7, 500 平成 29 年度 7, 500 − − − 15, 000
（デ イ サ ー ビ ス セ ン タ ー

老 人 福 祉 セ ン タ ー）
茜 平 総 合 交 流 施 設
指 定 管 理 業 務

134, 286 平成 27 年度 44, 762 44, 762 平成 29 年度 44, 762 − − − 89, 524

大 津 漁 村 セ ン タ ー
指 定 管 理 業 務

10, 965 平成 27 年度 3, 655 3, 655 平成 29 年度 3, 655 − − − 7,310

漁 業 歴 史 資 料 館
指 定 管 理 業 務

29, 790 平成 27 年度 9, 930 9, 930 平成 29 年度 9, 930 − − − 19, 860

童謡の森ふれあいパーク
指 定 管 理 業 務 80, 804 平成 27 年度 26, 917 26, 917 平成 29 年度 26, 970 − − − 53, 887

家 族 キ ャ ン プ 村

指 定 管 理 業 務
21, 675 平成 27 年度 7, 225 7, 225 平成 29 年度 7, 225 − − − 14, 450

中 郷 温 泉 施 設

指 定 管 理 業 務
30, 768 平成 27 年度 10, 256 10, 256 平成 29 年度 10, 256 − − − 20, 512

歴 史 民 俗 資 料 館
指 定 管 理 業 務

34, 938 平成 27 年度 11, 394 12, 429 平成 29 年度 11, 115 − − − 23, 544

市 民 ふ れ あ い セ ン タ ー
指 定 管 理 業 務

21, 213 平成 27 年度 7, 071 7, 071 平成 29 年度 7, 071 − − − 14, 142

固定資産台帳整備業務委託 2, 376 − − 2, 376 − − − − − 2, 376

火 葬 業 務 委 託 29, 520 − − 9, 720
自
至
平成 29 年度
平成 30 年度

19, 800 − − − 29, 520

清 掃 セ ン タ ー 車 両 借 上 1, 888 − − 1, 888 − − − − − 1, 888

固化灰袋詰処理業務委託 8, 856 − − 8, 856 − − − − − 8, 856

環 境 セ ン タ ー
施 設 管 理 業 務 委 託

183, 024 − − 60, 264
自
至
平成 29 年度
平成 30 年度

122, 760 − − − 183, 024

図 書 及 び 視 聴 覚 資 料
Ｉ Ｃ タ グ 貼 付 委 託 料

4, 542 − − 4, 249 − − − − − 4, 249

図 書 館 シ ス テ ム 使 用 料 89, 290 − − 10, 637
自
至
平成 29 年度
平成 32 年度

78, 653 − − − 89, 290

図 書 館 備 品 購 入 費 32, 501 − − 28, 539 − − − − − 28, 539

㈶ 北 茨 城 市 開 発 公 社
事 業 資 金 損 失 補 償

事業資金借入額
500, 000 千円に
対する元金利子
及び遅延利息の
損失補償

自
至
昭和 41 年度
平成 27 年度

−
損失補償
限度額の
範囲内

自
至
平成 29 年度
平成 30 年度

損失補償
限度額の
範囲内

− − − 全　額
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地方債の平成 26 年度末における現在高並びに平成 27 年度末
及び平成 28 年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）　

区　　　　　　　分 平成 26 年度末現在高 平成27年度末現在高
見 込 額 （A）

平成 28 年度中増減見込額 平成 28 年度末現在高
見込額（A）＋（B）−（C）起債見込額（B） 元金償還見込額（C）

1 普　　　通　　　債 8, 029, 806 11, 075, 088 1, 791, 500 778, 044 12, 088, 544
⑴ 総 務 138, 483 131, 536 6, 900 17, 791 120, 645
⑵ 民 生 41, 251 32, 587 75, 000 5, 463 102, 124
⑶ 衛 生 295, 660 379, 799 169, 600 31, 016 518, 383
⑷ 農 林 水 産 1, 450, 678 1, 282, 991 39, 000 196, 706 1, 125, 285
⑸ 商 工 3, 047 2, 726 4, 700 321 7, 105
⑹ 土 木 1, 695, 955 1, 816, 562 560, 800 195, 593 2, 181, 769
⑺ 消 防 1, 364, 514 2, 248, 580 103, 700 101, 156 2, 251, 124
⑻ 教 育 2, 396, 909 4, 516, 905 767, 600 173, 606 5, 110, 899
⑼ 公 営 住 宅 617, 852 643, 385 64, 200 50, 892 656, 693
⑽ 辺 地 25, 457 20, 017 5, 500 14, 517

2 災　害　復　旧　債 7, 067 6, 427 902 5, 525
3 そ　　　の　　　他 8, 653, 774 9, 017, 214 701, 879 574, 968 9, 144, 125
⑴ 高 齢 者 住 宅 整 備 1, 190 930 2, 200 260 2, 870
⑵ 障 害 者 住 宅 整 備 2, 200 2, 200
⑶ 災 害 援 護 資 金 貸 付 金 40, 574 44, 739 2, 500 35 47, 204
⑷ 上 水 道 出 資 金 330, 184 309, 724 20, 856 288, 868
⑸ 減 税 補 て ん 債 332, 242 283, 407 49, 415 233, 992
⑹ 臨 時 税 収 補 て ん 債 53, 156 32, 800 20, 801 11, 999
⑺ 臨 時 財 政 対 策 債 7, 442, 952 7, 888, 518 694, 979 431, 018 8, 152, 479
⑻ 減 収 補 て ん 債 416, 440 450, 880 46, 367 404, 513
⑼ 公共団体区画整理事業債 37, 036 6, 216 6, 216

計 16, 690, 647 20, 098, 729 2, 493, 379 1, 353, 914 21, 238, 194

北茨城市国民健康保険事業特別会計予算
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地方債の平成 26 年度末における現在高並びに平成 27 年度末
及び平成 28 年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）　

区　　　　　　　分 平成 26 年度末現在高 平成27年度末現在高
見 込 額 （A）

平成 28 年度中増減見込額 平成 28 年度末現在高
見込額（A）＋（B）−（C）起債見込額（B） 元金償還見込額（C）

1 普　　　通　　　債 8, 029, 806 11, 075, 088 1, 791, 500 778, 044 12, 088, 544
⑴ 総 務 138, 483 131, 536 6, 900 17, 791 120, 645
⑵ 民 生 41, 251 32, 587 75, 000 5, 463 102, 124
⑶ 衛 生 295, 660 379, 799 169, 600 31, 016 518, 383
⑷ 農 林 水 産 1, 450, 678 1, 282, 991 39, 000 196, 706 1, 125, 285
⑸ 商 工 3, 047 2, 726 4, 700 321 7, 105
⑹ 土 木 1, 695, 955 1, 816, 562 560, 800 195, 593 2, 181, 769
⑺ 消 防 1, 364, 514 2, 248, 580 103, 700 101, 156 2, 251, 124
⑻ 教 育 2, 396, 909 4, 516, 905 767, 600 173, 606 5, 110, 899
⑼ 公 営 住 宅 617, 852 643, 385 64, 200 50, 892 656, 693
⑽ 辺 地 25, 457 20, 017 5, 500 14, 517

2 災　害　復　旧　債 7, 067 6, 427 902 5, 525
3 そ　　　の　　　他 8, 653, 774 9, 017, 214 701, 879 574, 968 9, 144, 125
⑴ 高 齢 者 住 宅 整 備 1, 190 930 2, 200 260 2, 870
⑵ 障 害 者 住 宅 整 備 2, 200 2, 200
⑶ 災 害 援 護 資 金 貸 付 金 40, 574 44, 739 2, 500 35 47, 204
⑷ 上 水 道 出 資 金 330, 184 309, 724 20, 856 288, 868
⑸ 減 税 補 て ん 債 332, 242 283, 407 49, 415 233, 992
⑹ 臨 時 税 収 補 て ん 債 53, 156 32, 800 20, 801 11, 999
⑺ 臨 時 財 政 対 策 債 7, 442, 952 7, 888, 518 694, 979 431, 018 8, 152, 479
⑻ 減 収 補 て ん 債 416, 440 450, 880 46, 367 404, 513
⑼ 公共団体区画整理事業債 37, 036 6, 216 6, 216

計 16, 690, 647 20, 098, 729 2, 493, 379 1, 353, 914 21, 238, 194

北茨城市国民健康保険事業特別会計予算





　平成 28 年度北茨城市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 6, 027, 489 千円と定める。
　2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表　歳入歳出予算」による。
　（一時借入金）
第 2条　地方自治法第 235 条の 3 第 2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、350, 000 千円と定める。
　（歳出予算の流用）
第 3条　地方自治法第 220 条第 2項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　⑴　保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

　　　　　平成 28 年 3 月 1 日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 33号

平成 28 年度　北茨城市国民健康保険事業特別会計予算

− 141 −





− 143 −



− 144 −



− 145 −



− 146 −



− 147 −



− 148 −



− 149 −



− 150 −



− 151 −



− 152 −



− 153 −





− 155 −



− 156 −



− 157 −



− 158 −



− 159 −



− 160 −



− 161 −



− 162 −



− 163 −



− 164 −



１ 特　別　職

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 期 末 手 当 その他の手当 計

本 年 度 15
人

2, 178
千円 千円 千円 千円

2, 178
千円 千円

2, 178
千円

前 年 度 15 2, 263 2, 263 2, 263

比 較 △ 85 △ 85 △ 85

給 与 費 明 細 書
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2　一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職員手当 計

本 年 度 8
人 千円

29, 633
千円

21, 315
千円

50, 948
千円

9, 370
千円

60, 318
千円

前 年 度 8 28, 886 20, 703 49, 589 9, 414 59, 003

比 較 747 612 1, 359 △ 44 1, 315

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管理職 時間外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿日直 期 末 勤 勉 退 職 管理特

本年度 390 480 2, 772 829 7, 320 4, 145 5, 379

前年度 804 480 2, 446 762 7, 214 3, 772 5, 225

比 較 △ 414 326 67 106 373 154
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⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

⑶　給料及び職員手当の状況
ア　職員１人当たりの給与

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平成 28 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 295, 025

平成 27 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 288, 163

平 均 給 与 月 額 （円） 319, 639 平 均 給 与 月 額 （円） 343, 792

平 均 年 齢 （歳） 41. 02 平 均 年 齢 （歳） 39. 10

イ　初　任　給

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平成 28 年 1 月 1 日現在
高 校 卒 （円） 144, 600

国 の 制 度
高 校 卒 （円） 144, 600

大 学 卒 （円） 176, 700 大 学 卒 （円） 176, 700

区 分 増 減 額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 747 千円１　昇給に伴う増加分 679千円 679 千円 平均昇給率　　2. 39％

２　その他の増減分 68 ○職員の変動等に係る増分 68 職員数の異動状況

（現に在職する職員数）（その他） （計）

本 年 度 8 人 人 8 人
前 年 度 8 人 人 8 人
増 減 人 人

職員手当 612 １　その他の増減分 612 ○職員の変動等に係る増分 612
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ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　分 一 般 行 政 職

平成 28 年 1 月 1 日現在

1　　級 3 人 37. 5 ％

平成 27 年 1 月 1 日現在

1　　級 3 人 37. 5 ％

2　　級 2　　級

3　　級 1 12. 5 3　　級 3 37. 5

4　　級 3 37. 5 4　　級 1 12. 5

5　　級 1 12. 5 5　　級 1 12. 5

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 8 100. 0 計 8 100. 0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

一般行政職
主事補の職務
主 事 の 職 務

主幹の職務
主任の職務
係長の職務

副主査の職務
課長補佐の職務

課長の職務
副参事の職務
次 長 の 職 務

部長の職務
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ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　分 一 般 行 政 職

平成 28 年 1 月 1 日現在

1　　級 3 人 37. 5 ％

平成 27 年 1 月 1 日現在

1　　級 3 人 37. 5 ％

2　　級 2　　級

3　　級 1 12. 5 3　　級 3 37. 5

4　　級 3 37. 5 4　　級 1 12. 5

5　　級 1 12. 5 5　　級 1 12. 5

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 8 100. 0 計 8 100. 0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

一般行政職
主事補の職務
主 事 の 職 務

主幹の職務
主任の職務
係長の職務

副主査の職務
課長補佐の職務

課長の職務
副参事の職務
次 長 の 職 務

部長の職務

エ　昇　　給

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計 一 般 行 政 職

本

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 8 8

昇給に係る職員数　（B） （人） 8 8

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人） 1 1

4 号給 （人） 7 7

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0

前

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 8 8

昇給に係る職員数　（B） （人） 8 8

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人） 1 1

4 号給 （人） 7 7

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0

オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

6　月　（月分） 12　月　( 月分）

本 年 度 2. 025 2. 175 4. 20 有

前 年 度 1. 975 2. 225 4. 20 有

国 の 制 度 2. 025 2. 175 4. 20 有
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 28 年 1 月 1 日現在）

キ　その他の手当

区　　　分 20 年勤続者
（月分）

25 年勤続者
（月分）

35 年勤続者
（月分）

最 高 限 度
（月分） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（2〜 20％加算）

国 の 制 度
（支給率等） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（2〜 20％加算）

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

北茨城市水沼診療所特別会計予算
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 28 年 1 月 1 日現在）

キ　その他の手当

区　　　分 20 年勤続者
（月分）

25 年勤続者
（月分）

35 年勤続者
（月分）

最 高 限 度
（月分） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（2〜 20％加算）

国 の 制 度
（支給率等） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（2〜 20％加算）

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

北茨城市水沼診療所特別会計予算





　平成 28 年度北茨城市の水沼診療所特別会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 7, 203 千円と定める。
　2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表　歳入歳出予算」による。

　　　　　平成 28 年 3 月 1 日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 34号

平成 28 年度　北茨城市水沼診療所特別会計予算
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北茨城市公共下水道事業特別会計予算





　平成 28 年度北茨城市の公共下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 547, 304 千円と定める。
　2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表　歳入歳出予算」による。
　（地方債）
第 2条　地方自治法第 230 条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、
「第 2表　地方債」による。
　（一時借入金）
第 3条　地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、200, 000 千円と定める。

　　　　　平成 28 年 3 月 1 日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 35号

平成 28 年度　北茨城市公共下水道事業特別会計予算
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第 2表　地　方　債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

1 下 水 道 事 業 109, 900
千円

普通貸借
又は

証券発行

4. 5％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れ
る資金について、利
率見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

　政府資金については、その融資条件により、銀行
その他の場合には、その債権者と協定するところに
よる。
　ただし、市財政の都合により据置期間及び償還期
限を短縮し、又は繰上げ償還若しくは低利に借換え
することができる。

計 109, 900
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１ 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職員手当 計

本 年 度 6
人 千円

26, 754
千円

18, 103
千円

44, 857
千円

8, 293
千円

53, 150
千円

前 年 度 6 26, 108 17, 343 43, 451 8, 619 52, 070

比 較 646 760 1, 406 △ 326 1, 080

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管理職 時間外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿日直 期 末 勤 勉 退 職 管理特

本年度 684 1, 260 255 　　398 6, 870 3, 829 4, 807

前年度 780 900 282 543 6, 695 3, 477 4, 666

比 較 △ 96 360 △ 27 △ 145 175 352 141

給 与 費 明 細 書
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１ 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職員手当 計

本 年 度 6
人 千円

26, 754
千円

18, 103
千円

44, 857
千円

8, 293
千円

53, 150
千円

前 年 度 6 26, 108 17, 343 43, 451 8, 619 52, 070

比 較 646 760 1, 406 △ 326 1, 080

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管理職 時間外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿日直 期 末 勤 勉 退 職 管理特

本年度 684 1, 260 255 　　398 6, 870 3, 829 4, 807

前年度 780 900 282 543 6, 695 3, 477 4, 666

比 較 △ 96 360 △ 27 △ 145 175 352 141

給 与 費 明 細 書

⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 646 千円 1 　昇給に伴う増加分 112千円 112 千円 平均昇給率　　0. 43％

2 　その他の増減分 534 ○職員の変動等に係る増分 534 職員数の異動状況
（現に在職する職員数）（その他） （計）
本 年 度 6 人 人 6 人
前 年 度 6 人 人 6 人
増 減 人 人

職員手当 760 1 　その他の増減分 760 ○職員の変動等に係る増分 760

⑶　給料及び職員手当の状況
ア　職員１人当たりの給与

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平成 28 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 359, 300

平成 27 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 355, 670

平 均 給 与 月 額 （円） 395, 720 平 均 給 与 月 額 （円） 396, 293

平 均 年 齢 （歳） 53. 00 平 均 年 齢 （歳） 50. 07

イ　初　任　給

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平成 28 年１月１日現在
高 校 卒 （円） 144, 600

国 の 制 度
高 校 卒 （円） 144, 600

大 学 卒 （円） 176, 700 大 学 卒 （円） 176, 700
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ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　分 一 般 行 政 職

平成 28 年 1 月 1 日現在

1　　級 人 ％

平成 27 年１月１日現在

1　　級 人 ％

2　　級 2　　級

3　　級 2 33. 3 3　　級 2 33. 3

4　　級 3 50. 0 4　　級 3 50. 0

5　　級 1 16. 7 5　　級 1 16. 7

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 6 100. 0 計 6 100. 0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

一般行政職
主事補の職務
主 事 の 職 務

主幹の職務
主任の職務
係長の職務

副主査の職務
課長補佐の職務

課長の職務
副参事の職務
次 長 の 職 務

部長の職務
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ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　分 一 般 行 政 職

平成 28 年 1 月 1 日現在

1　　級 人 ％

平成 27 年１月１日現在

1　　級 人 ％

2　　級 2　　級

3　　級 2 33. 3 3　　級 2 33. 3

4　　級 3 50. 0 4　　級 3 50. 0

5　　級 1 16. 7 5　　級 1 16. 7

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 6 100. 0 計 6 100. 0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

一般行政職
主事補の職務
主 事 の 職 務

主幹の職務
主任の職務
係長の職務

副主査の職務
課長補佐の職務

課長の職務
副参事の職務
次 長 の 職 務

部長の職務

エ　昇　　給

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計 一 般 行 政 職

本

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 6 6

昇給に係る職員数　（B） （人） 5 5

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人） 2 2

4 号給 （人） 3 3

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 83. 3 83. 3

前

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 6 6

昇給に係る職員数　（B） （人） 5 5

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人） 1 1

4 号給 （人） 4 4

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 83. 3 83. 3

オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

6　月　（月分） 12　月　( 月分）

本 年 度 2. 025 2. 175 4. 20 有

前 年 度 1. 975 2. 225 4. 20 有

国 の 制 度 2. 025 2. 175 4. 20 有
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 28 年 1 月 1 日現在）

キ　その他の手当

区　　　分 20 年勤続者
（月分）

25 年勤続者
（月分）

35 年勤続者
（月分）

最 高 限 度
（月分） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（ 2 〜 20％加算）

国 の 制 度
（支給率等） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（ 2 〜 20％加算）

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての

前 年 度 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び
当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

（単位：千円）　

事　　　　　項 限　度　額
前年度末までの支出（見込）額

当該年度以降の支出予定額 左 の 財 源 内 訳

当該年度 翌 年 度 以 降 特 定 財 源
一般財源

期　　間 金　　額 金　額 期　　間 金　　額 国県支出金 地方債 その他

那珂・久慈ブロック広域
汚泥処理施設建設負担金

1, 645 − − 1, 645 − − − 1, 500 − 145
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地方債の平成 26 年度末における現在高並びに平成 27 年度末
及び平成 28 年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）　

区　　　　　　　分 平成 26 年度末現在高 平成27 年度末現在高
見 込 額 （A）

平成 28 年度中増減見込額
平成 28 年度末現在高
見込額（A）＋（B）−（C）

起債見込額（B） 元金償還見込額（C）

１ 下 水 道 事 業 債 3, 745, 374 3, 646, 678 109, 900 192, 430 3, 564, 148

２ 下水道施設災害復旧事業債 4, 700 4, 700 4, 700

計 3, 750, 074 3, 651, 378 109, 900 192, 430 3, 568, 848
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北茨城市漁業集落排水事業特別会計予算





　平成 28 年度北茨城市の漁業集落排水事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1 条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 48, 787 千円と定める。
　2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表　歳入歳出予算」による。
　（一時借入金）
第 2条　地方自治法第 235 条の 3 第 2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、20, 000 千円と定める。

　　　　　平成 28 年 3 月 1 日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 36号

平成 28 年度　北茨城市漁業集落排水事業特別会計予算
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１ 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職員手当 計

本 年 度 1
人 千円

2, 094
千円

1, 167
千円

3, 261
千円

643
千円

3, 904
千円

前 年 度 1 1, 993 1, 099 3, 092 701 3, 793

比 較 101 68 169 △ 58 111

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管理職 時間外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿日直 期 末 勤 勉 退 職 管理特

本年度 532 266 369

前年度 511 237 351

比 較 21 29 18

給 与 費 明 細 書

⑶　給料及び職員手当の状況
ア　職員 1人当たりの給与

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平成 28 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 157, 700

平成 27 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 142, 100

平 均 給 与 月 額 （円） 159, 068 平 均 給 与 月 額 （円） 171, 061

平 均 年 齢 （歳） 21. 01 平 均 年 齢 （歳） 20. 01

イ　初　任　給

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平成 28 年 1 月 1 日現在
高 校 卒 （円） 144, 600

国 の 制 度
高 校 卒 （円） 144, 600

大 学 卒 （円） 176, 700 大 学 卒 （円） 176, 700

⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 101 千円 1 　昇給に伴う増加分 101千円 101 千円 平均昇給率　　5. 33％

職員手当 68 1 　その他の増減分 68 ○職員の変動等に係る増分 68
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１ 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職員手当 計

本 年 度 1
人 千円

2, 094
千円

1, 167
千円

3, 261
千円

643
千円

3, 904
千円

前 年 度 1 1, 993 1, 099 3, 092 701 3, 793

比 較 101 68 169 △ 58 111

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管理職 時間外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿日直 期 末 勤 勉 退 職 管理特

本年度 532 266 369

前年度 511 237 351

比 較 21 29 18

給 与 費 明 細 書

⑶　給料及び職員手当の状況
ア　職員 1人当たりの給与

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平成 28 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 157, 700

平成 27 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 142, 100

平 均 給 与 月 額 （円） 159, 068 平 均 給 与 月 額 （円） 171, 061

平 均 年 齢 （歳） 21. 01 平 均 年 齢 （歳） 20. 01

イ　初　任　給

区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平成 28 年 1 月 1 日現在
高 校 卒 （円） 144, 600

国 の 制 度
高 校 卒 （円） 144, 600

大 学 卒 （円） 176, 700 大 学 卒 （円） 176, 700

⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 101 千円 1 　昇給に伴う増加分 101千円 101 千円 平均昇給率　　5. 33％

職員手当 68 1 　その他の増減分 68 ○職員の変動等に係る増分 68
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ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　分 一 般 行 政 職

平成 28 年 1 月 1 日現在

1　　級 1 人 100. 0 ％

平成 27 年 1 月 1 日現在

1　　級 1 人 100.0 ％

2　　級 2　　級

3　　級 3　　級

4　　級 4　　級

5　　級 5　　級

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 1 100. 0 計 1 100.0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

一般行政職
主事補の職務
主 事 の 職 務

主幹の職務
主任の職務
係長の職務

副主査の職務
課長補佐の職務

課長の職務
副参事の職務
次 長 の 職 務

部長の職務

エ　昇　　給

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計 一 般 行 政 職

本

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 1 1

昇給に係る職員数　（B） （人） 1 1

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人）

4 号給 （人） 1 1

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0

前

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 1 1

昇給に係る職員数　（B） （人） 1 1

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人）

4 号給 （人） 1 1

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0

オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

6　月　（月分） 12　月　( 月分）

本 年 度 2. 025 2. 175 4. 20 有

前 年 度 1. 975 2. 225 4. 20 有

国 の 制 度 2. 025 2. 175 4. 20 有
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ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 区　　　　分 一 般 行 政 職

平成 28 年 1 月 1 日現在

1　　級 1 人 100. 0 ％

平成 27 年 1 月 1 日現在

1　　級 1 人 100.0 ％

2　　級 2　　級

3　　級 3　　級

4　　級 4　　級

5　　級 5　　級

6　　級 6　　級

7　　級 7　　級

計 1 100. 0 計 1 100.0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

一般行政職
主事補の職務
主 事 の 職 務

主幹の職務
主任の職務
係長の職務

副主査の職務
課長補佐の職務

課長の職務
副参事の職務
次 長 の 職 務

部長の職務

エ　昇　　給

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計 一 般 行 政 職

本

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 1 1

昇給に係る職員数　（B） （人） 1 1

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人）

4 号給 （人） 1 1

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0

前

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 1 1

昇給に係る職員数　（B） （人） 1 1

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人）

4 号給 （人） 1 1

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0

オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

6　月　（月分） 12　月　( 月分）

本 年 度 2. 025 2. 175 4. 20 有

前 年 度 1. 975 2. 225 4. 20 有

国 の 制 度 2. 025 2. 175 4. 20 有
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 28 年 1 月 1 日現在）

キ　その他の手当

区　　　分 20 年勤続者
（月分）

25 年勤続者
（月分）

35 年勤続者
（月分）

最 高 限 度
（月分） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（2 〜 20％加算）

国 の 制 度
（支給率等） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（2 〜 20％加算）

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

地方債の平成 26 年度末における現在高並びに平成 27 年度末
及び平成 28 年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）　

区　　　　　　　分 平成 26 年度末現在高 平成27年度末現在高
見 込 額 （A）

平成 28 年度中増減見込額
平成 28 年度末現在高
見込額（A）＋（B）−（C）

起債見込額（B） 元金償還見込額（C）

１ 漁 業 集 落 排 水 事 業 債 226, 107 209, 788 16, 763 193, 025

２ 漁 業 集 落 排 水 施 設
災 害 復 旧 事 業 債 7, 200 7, 200 7, 200

計 233, 307 216, 988 16, 763 200, 225
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地方債の平成 26 年度末における現在高並びに平成 27 年度末
及び平成 28 年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）　

区　　　　　　　分 平成 26 年度末現在高 平成27年度末現在高
見 込 額 （A）

平成 28 年度中増減見込額
平成 28 年度末現在高
見込額（A）＋（B）−（C）

起債見込額（B） 元金償還見込額（C）

１ 漁 業 集 落 排 水 事 業 債 226, 107 209, 788 16, 763 193, 025

２ 漁 業 集 落 排 水 施 設
災 害 復 旧 事 業 債 7, 200 7, 200 7, 200

計 233, 307 216, 988 16, 763 200, 225
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北茨城市介護保険事業特別会計予算



　平成 28 年度北茨城市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1条　保険事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 3, 553, 384 千円、介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入
歳出それぞれ 21, 684 千円と定める。

　2　保険事業勘定及び介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表　歳入歳出予算」による。
　（一時借入金）
第 2条　地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、150, 000 千円と定める。
　（歳出予算の流用）
第 3条　地方自治法第 220 条第 2項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　⑴　保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

　　　　　平成 28 年 3 月 1 日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 37号

平成 28 年度　北茨城市介護保険事業特別会計予算



　平成 28 年度北茨城市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1条　保険事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 3, 553, 384 千円、介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入
歳出それぞれ 21, 684 千円と定める。

　2　保険事業勘定及び介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表　歳入歳出予算」による。
　（一時借入金）
第 2条　地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、150, 000 千円と定める。
　（歳出予算の流用）
第 3条　地方自治法第 220 条第 2項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　⑴　保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

　　　　　平成 28 年 3 月 1 日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 37号

平成 28 年度　北茨城市介護保険事業特別会計予算
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保 険 事 業 勘 定
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１ 特　別　職

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 期 末 手 当 その他の手当 計

本 年 度 42
人

20, 724
千円 千円 千円 千円

20, 724
千円

2, 238
千円

22, 962
千円

前 年 度 41 17, 724 17, 724 1, 860 19, 584

比 較 1 3, 000 3, 000 378 3, 378

給 与 費 明 細 書

2 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職員手当 計

本 年 度 4
人 千円

15, 392
千円

9, 913
千円

25, 305
千円

4, 599
千円

29, 904
千円

前 年 度 4 15, 026 9, 346 24, 372 4, 990 29, 362

比 較 366 567 933 △ 391 542

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管理職 時間外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿日直 期 末 勤 勉 退 職 管理特

本年度 138 780 48 336 3, 736 2, 096 2, 779

前年度 138 566 48 336 3, 653 1, 918 2, 687

比 較 214 83 178 92
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１ 特　別　職

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 期 末 手 当 その他の手当 計

本 年 度 42
人

20, 724
千円 千円 千円 千円

20, 724
千円

2, 238
千円

22, 962
千円

前 年 度 41 17, 724 17, 724 1, 860 19, 584

比 較 1 3, 000 3, 000 378 3, 378

給 与 費 明 細 書

2 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職員手当 計

本 年 度 4
人 千円

15, 392
千円

9, 913
千円

25, 305
千円

4, 599
千円

29, 904
千円

前 年 度 4 15, 026 9, 346 24, 372 4, 990 29, 362

比 較 366 567 933 △ 391 542

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管理職 時間外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿日直 期 末 勤 勉 退 職 管理特

本年度 138 780 48 336 3, 736 2, 096 2, 779

前年度 138 566 48 336 3, 653 1, 918 2, 687

比 較 214 83 178 92
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⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 366 千円 １　昇給に伴う増加分 31千円 31 千円 平均昇給率　　0. 21％

２　その他の増減分 335 ○職員の変動等に係る増分 335

職員手当 567 １　その他の増減分 567 ○職員の変動等に係る増分 567

⑶　給料及び職員手当の状況
ア　職員１人当たりの給与

区　　　　　　　　　　分 一般行政職 医療職（三） 区　　　　　　　　　　分 一般行政職 医療職（三）

平成 28 年 1 月 1 日現在

平 均 給 料 月 額（円） 215, 600 369, 600

平成 27 年 1 月 1 日現在

平均給料月額 （円） 203, 800 366, 900

平 均 給 与 月 額（円） 222, 000 382, 300 平均給与月額 （円） 240, 256 379, 250

平 均 年 齢（歳） 28. 00 50. 06 平 均 年 齢 （歳） 27. 00 49. 06

イ　初　任　給

区　　　　　　　　　　分 一般行政職 医療職（三） 区　　　　　　　　　　分 一般行政職 医療職（三）

平成 28 年 1 月 1 日現在
高 校 卒 （円） 144, 600 164, 200

国 の 制 度
高 校 卒 （円） 144, 600 158, 400

大 学 卒 （円） 176, 700 214, 700 大 学 卒 （円） 176, 700 206, 300

ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 医 療 職（ 三 ） 区　　　　分 一 般 行 政 職 医 療 職（ 三 ）

平成 28 年 1 月 1 日現在

1　級 人 ％ 1　級 人 ％

平成 27 年 1 月 1 日現在

1　級 1 人 100. 0 ％ 1　級 人 ％

2　級 1 100. 0 2　級 1 33. 3 2　級 2　級 1 33. 3

3　級 3　級 3　級 3　級 1 33. 3

4　級 4　級 2 66. 7 4　級 4　級 1 33. 4

5　級 5　級 5　級 5　級

6　級 6　級 6　級 6　級

計 1 100. 0 計 3 100. 0 計 1 100. 0 計 3 100. 0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級

医療職 (三） 保健師の職務 保健師の職務 主 任 の 職 務 係 長 の 職 務
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ウ　級別職員数の状況

区　　　　分 一 般 行 政 職 医 療 職（ 三 ） 区　　　　分 一 般 行 政 職 医 療 職（ 三 ）

平成 28 年 1 月 1 日現在

1　級 人 ％ 1　級 人 ％

平成 27 年 1 月 1 日現在

1　級 1 人 100. 0 ％ 1　級 人 ％

2　級 1 100. 0 2　級 1 33. 3 2　級 2　級 1 33. 3

3　級 3　級 3　級 3　級 1 33. 3

4　級 4　級 2 66. 7 4　級 4　級 1 33. 4

5　級 5　級 5　級 5　級

6　級 6　級 6　級 6　級

計 1 100. 0 計 3 100. 0 計 1 100. 0 計 3 100. 0

（級別の標準的な職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級

医療職 (三） 保健師の職務 保健師の職務 主 任 の 職 務 係 長 の 職 務
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エ　昇　　給

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計 一 般 行 政 職 医療職（三）

本

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 4 1 3

昇給に係る職員数　（B） （人） 4 1 3

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人） 1 1

4 号給 （人） 3 1 2

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0 100. 0

前

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 4 1 3

昇給に係る職員数　（B） （人） 4 1 3

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人） 1 1

4 号給 （人） 3 1 2

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0 100. 0

オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

6　月　（月分） 12　月　( 月分）

本 年 度 2. 025 2. 175 4. 20 有

前 年 度 1. 975 2. 225 4. 20 有

国 の 制 度 2. 025 2. 175 4. 20 有

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 28 年 1 月 1 日現在）

キ　特殊勤務手当

ク　その他の手当

区　　　分 20 年勤続者
（月分）

25 年勤続者
（月分）

35 年勤続者
（月分）

最 高 限 度
（月分） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（2 〜 20％加算）

国 の 制 度
（支給率等） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（2 〜 20％加算）

区　　　　　　　　　　分 全 職 種 一 般 行 政 職 医 療 職 （三）

給料総額に対する比率（％） 0. 4 1. 9

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％）
（平成 28 年 1 月 1 日現在） 25. 0 100. 0

代表的な特殊勤務手当の名称 社会福祉業務手当

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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エ　昇　　給

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計 一 般 行 政 職 医療職（三）

本

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 4 1 3

昇給に係る職員数　（B） （人） 4 1 3

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人） 1 1

4 号給 （人） 3 1 2

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0 100. 0

前

年

度

職　　員　　数　　（A） （人） 4 1 3

昇給に係る職員数　（B） （人） 4 1 3

号 級 数 別 内 訳

2 号給 （人） 1 1

4 号給 （人） 3 1 2

6 号給 （人）

8 号給 （人）

比　　　　　率　　（B）／（A） （％） 100. 0 100. 0 100. 0

オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率 支　給　率　計

（月分）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考

6　月　（月分） 12　月　( 月分）

本 年 度 2. 025 2. 175 4. 20 有

前 年 度 1. 975 2. 225 4. 20 有

国 の 制 度 2. 025 2. 175 4. 20 有

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成 28 年 1 月 1 日現在）

キ　特殊勤務手当

ク　その他の手当

区　　　分 20 年勤続者
（月分）

25 年勤続者
（月分）

35 年勤続者
（月分）

最 高 限 度
（月分） そ の 他 の 加 算 措 置 等 備　　　考

支 給 率 等 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置
（2 〜 20％加算）

国 の 制 度
（支給率等） 25. 55625 34. 5825 49. 59 49. 59 定年前早期退職特例措置

（2 〜 20％加算）

区　　　　　　　　　　分 全 職 種 一 般 行 政 職 医 療 職 （三）

給料総額に対する比率（％） 0. 4 1. 9

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％）
（平成 28 年 1 月 1 日現在） 25. 0 100. 0

代表的な特殊勤務手当の名称 社会福祉業務手当

区　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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１ 特　別　職

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 期 末 手 当 その他の手当 計

本 年 度 1
人

2, 400
千円 千円 千円 千円

2, 400
千円

360
千円

2, 760
千円

前 年 度 1 2, 400 2, 400 372 2, 772

比 較 △ 12 △ 12

給 与 費 明 細 書

2 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職員手当 計

本 年 度 人 千円 千円
552

千円
552

千円 千円
552

千円

前 年 度 630 620 630

比 較 △ 78 △ 78 △ 78

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管理職 時間外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿日直 期 末 勤 勉 退 職 管理特

本年度 552

前年度 630

比 較 △ 78

⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

職員手当 △ 78 千円 １　その他の増減分 △ 78 千円 ○職員の変動等に係る減分 78 千円
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2 一　般　職

⑴　総　　　括

区 分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職員手当 計

本 年 度 人 千円 千円
552

千円
552

千円 千円
552

千円

前 年 度 630 620 630

比 較 △ 78 △ 78 △ 78

職員手当の内訳

（千円）

区 分 扶 養 管理職 時間外 夜 間 休 日 特 殊 通 勤 住 居 宿日直 期 末 勤 勉 退 職 管理特

本年度 552

前年度 630

比 較 △ 78

⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 額 の 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

職員手当 △ 78 千円 １　その他の増減分 △ 78 千円 ○職員の変動等に係る減分 78 千円
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北茨城市後期高齢者医療特別会計予算





　平成 28 年度北茨城市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。
　（歳入歳出予算）
第 1条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 442, 176 千円と定める。
　2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表　歳入歳出予算」による。

　　　　　平成 28 年 3 月 1 日　提出

北茨城市長　　豊　田　　　稔　　

議案第 38号

平成 28 年度　北茨城市後期高齢者医療特別会計予算
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